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太陽電池または太陽電池か ら生成 され る電気工ネルギを一定の電気工ネルギに変換するパワーコンディ
シ ョナを保有する系統連係形の太陽光発展 システムや蓄電池または該 当蓄電池に電気工ネルギ を蓄電
し、さらに蓄電 されている電気工ネルギを放電 させる充放電装置 を保有する蓄電池システムや，電気工
ネルギを消費 し熱湯を生成するヒー トポンプ給湯機および熱湯貯蔵タンクを保有するヒー トポンプ給湯
システム、電気工ネルギを消費 し氷を生成する製氷装置および生成された氷を蓄蔵する蓄熱槽 を備 えた
氷蓄熱式空調システムを保有 し、前記太陽光発展 システムで生成 され る電気工ネルギが前記蓄電池に蓄
電され、該 当蓄電池に充電することの出来ない余剰の電気工ネルギが前記 ヒー トポンプ給湯システムま
たは前記氷蓄熱式空調 システムで熱エネルギに変換 し消費または保存 されることを特徴 とするエネルギ
管理システムが提供 される。



明細書

エネルギ管理 システム

技術分野

本発明は、住宅や事務所などで消費 されるエネルギを管理するエネルギ管理 シス テム に関する。

背景技術

従来、省エネルギ化を図るために、再生可能エネルギを電気工ネルギに変換する太陽光発電シ

ス亍ムや、大気中の熱エネルギを湯や氷として貯蔵 し、給湯や冷暖房に利用するヒー トポンプ給

湯システムや氷蓄熱式空調 システムなどが採用 されている。なお、特許文献 1 には、電気料金の

安 い深夜の時間帯に ヒー トポンプ給湯機 を運転 して翌 日に使用 され る湯 を貯湯タンクに貯蔵す

ることにより、電気料金の削減 を図った ヒー トポンプ給湯 システムが記載 されている。

【特許文献 1 】特開平 9 — 6 8 3 6 9 号公報 (段落 0 0 1 6 参照）

と ころで 、従来は電気工ネルギを生成する太陽光発電シス テムや熱エネルギを貯蔵するヒー ト

ポンプ給湯システム又は氷蓄熱式空調 システムなどは、それぞれ単独で運転 されていた。そのた

め、生成 された電気工ネルギゃ貯蔵 されている熱エネルギが効率よ く利用 （消費）できない場合が

あった。

発明の概要

本発明は、上記課題に鑑みて為 されたものであり、電気工ネルギゃ熱エネルギの生成 と利用を

効率よ く行 って省エネルギ化を図ることのできるェネルギ管理システムを提供する。

本発明の一実施形態によるエネルギ管理システムは、太陽電池並びに当該太陽電池で生成 され

る電気工ネルギを所定の電気工ネルギに変換す るパ ワー コンディシ ョナを有す る系統連系形の

太陽光発電システムと、蓄電池並びに当該蓄電池に電気工ネルギを蓄電 し且つ蓄電されている電

気エネルギを放電 させる充放電装置を有する蓄電池システムと、電気工ネルギを消費 して湯を生

成するヒ一 トポンプ給湯機並びに貯湯槽を有するヒ一 トポンプ給湯システム と、電気工ネルギを

消費 して氷を生成す る製氷装置並びに生成 された氷 を蓄える蓄熱槽 を有する氷蓄熱式の空調 シ

ス テム とを有 し、前記太陽光発電 シス テム で生成され る電気工ネルギが前記蓄電池に蓄電され、

当該蓄電池に充電できない余剰の電気工ネルギが前記 ヒー トポンプ給湯システム又は前記氷蓄

熱式空調 システムで熱エネルギに変換 されて消費又は保存 されることを特徴 とする。



このエネルギ管理システムにおいて、前記パワー コンディシ ョナは、前記充放電装置か ら電気

エネルギの余剰分に関する情報が伝送 され、当該情報に基づいて、前記太陽光発電システム又は

前記蓄電池 システムか ら前記 ヒー トポンプ給湯システム又は前記氷蓄熱式空調 システムに余剰

の電気工ネルギが供給 され ることが好ま しい。

このエネルギ管理システムにおいて、さらに外気温を検出す る温度センサ一が備われ、前記温

度セ ンサーの検出結果や 前記 ヒー トポンプ給湯機及び前記製氷装置か らの余剰の熱エネルギに

関す る情報 に基づいて、前記 ヒー トポンプ給湯システム又は前記氷蓄熱式空調システムか ら前

記太陽光発電システム又は前記蓄電池システムに余剰の熱エネルギが供給 され ることが好ま し

い。

このエネルギ管理システムにおいて、前記パ ワー コンディシ ョナ及び前記充放電装置か ら電気

エネルギの余剰分に関する情報が伝送 され、当該情報に基づいて、前記太陽光発電システム又は

前記蓄電池 システムか ら前記 ヒー トポンプ給湯システム又は前記氷蓄熱式空調 システムに余剰

の電気工ネルギを供給 させ る制御装置 を備えることが好ま しい。

このエネルギ管理システムにおいて、前記 ヒー トポンプ給湯機及び前記製氷装置か ら熱ェネル

ギの余剰分に関する情報が伝送 され、当該情報に基づいて、前記 ヒー トポンプ給湯システム又は

前記氷蓄熱式空調 システムか ら前記太陽光発電 システム又は前記蓄電池 システムに余剰の熱ェ

ネルギを供給 させ る制御装置 を備えることが好ま しい。

本発明によると、電気工ネルギゃ熱エネルギの生成 と利用を効率よ く行 って省エネルギ化を図

ることができる。

図面の簡単 な説明

本発明の 目的および特徴は以下の添付図面 と共に提供 され る今後の望ま しい実施例の説明か ら

明 らかになる。

【図 1 】1 A は本発明の実施形態 1 によるエネルギ管理 システムの構成図、 1 B はブロック図

である。

【図 2 】2 A は本発明の実施形態 2 によるエネルギ管理 システムの構成図、 2 B はブロック図

である。

発明 を実施す るための形態

以下、戸建住宅向けのエネルギ管理システムに本発明の技術思想 を適用 した実施形態について

説明する。但 し、本発明に係 るエネルギ管理システムは戸建住宅向けに限定され るものではな く、



集合住宅や商業施設、オフィス ビルなどにも設置することが可能である。

(実施形態 1 )

本実施形態のエネルギ管理 システムは、図 1 A に示すように太陽光発電システム 1 と、蓄電池

システム 2 と、ヒー トポンプ給湯システム 3 と、氷蓄熱式空調システム 4 と、電力量計 6 とで構

成 されている。

太陽光発電システムは、電力量計 6 を介 して商用の交流電力系統 7 と接続 された系統連系形の

ものであって、太陽エネルギを電気工ネルギに変換する太陽電池ア レイ 10 と、太陽電池ア レイ

10 で生成 (変換）され る電気工ネルギを負荷 (住宅内の電気機器など）に適 した所定の電気工ネル

ギに変換するパワーコンディシ ョナ 11 とを備えている。パワーコンディショナ 11 は、太陽電池

ア レイ 10 又は交流電力系統 7 か ら供給 され る電気工ネルギを、給電線 L2 を介 して住宅内の種々

の負荷 （ヒー トポンプ給湯システム 3 と氷蓄熱式空調システム 4 を含む。以下同 じ。）に供給 して

いる。また、パワーコンディシ ョナ 11 は、後述するように電気工ネルギの余剰分を、電力線 L 1

を介 して交流電力系統 7 に逆潮流 (売電) す ることもできる。

蓄電池システム 2 は、 リチウムイオン電池などの蓄電池 20 と、パワーコンディシ ョナ 11 か ら

給電線 L3 を介 して供給 され る電気工ネルギを蓄電池 20 に充電するとともに、蓄電池 20 に蓄え

られた電気工ネルギを放電させてパワーコンディシ ョナ 11 経 由で負荷に供給する充放電装置 2 1

とを備えている。

ヒー トポンプ給湯シス テム 3 は、給電線 L2 を介 して供給 される電気工ネルギを消費 して湯を

生成するヒ一 トポンプ給湯機 30 と、ヒー トポンプ給湯機 30 で生成 され る湯を貯蔵する貯湯槽 3 1

とを備えている。なお、貯湯槽 3 1 には温水配管 P1 が接続 されてお り、図示 しない循環ポンプに

よって貯湯槽 3 1 に蓄えられた湯 (熱エネルギ) が温水配管 P 1 に循環 され るようになっている。そ

して、太陽電池ア レイ 10 並びに蓄電池 20 の近傍に熱交換器 （図示せず) が設置 され、温水配管 P 1

を循環する湯 (温水) の熱エネルギが熱交換器を介 して供給 されることで太陽電池ア レイ 10 ゃ蓄

電池 20 が保温 され るようになっている。

氷蓄熱式空調システム 4 は、給電線 L2 を介 して供給 され る電気工ネルギを消費 して氷を生成

する製氷装置 40 と、生成された氷を蓄える蓄熱槽 4 1 と、蓄熱槽 4 1 に蓄えられた氷 (熱エネルギ)

を放熱 して室内を冷房する放熱器 42 とを備えている。なお、蓄熱槽 4 1 には冷気配管 P2 が接続

されてお り、図示 しない循環ポンプによって蓄熱槽 4 1 に蓄えられた熱エネルギ (冷気）が冷気配

管 P2 に循環 されるようになっている。そ して、太陽電池ア レイ 10 並びに蓄電池 20 の近傍に放

熱器 (図示せず) が設置 され、冷気配管 P2 を循環する冷気の熱エネルギが放熱器を介 して供給 さ



れ ることで太陽電池ァ レイ 10 や蓄電池 20 が冷却 されるようになつている。

電力量計 6 は、交流電力系統 7 か らパワー コンディショナ 11 に流れる電力量 （買電電力量）と、

パワーコンディシ ョナ 11 か ら交流電力系統 7 に逆潮流する電力量 (売電電力量）とを個別に計測

する機能を有 している。

ここで、パ ワー コンディシ ョナ 11 並びに充放電装置 2 1、ヒー トポンプ給湯機 30、製氷装置 40、

電力量計 6 は、それぞれ コン トローラ 100 と信号伝送部 10 1 を具備 している（図 1 B 参照）。信号

伝送部 10 1 は、電力線 L 1 又は給電線 L2. L3 を伝送路 としてデータ伝送を行 うものであって、例

えば、電力線 L 1 や給電線 L2. L3 を介 して供給 され る交流電圧や直流電圧に高周波の信号電圧を

重畳 している。但 し、このように給電用の線路 とデータ伝送用の伝送路 とを共用する技術につい

ては、例 えば、電力線搬送通信のように従来周知であるか ら詳細な説明は省略する。コン ト口一

ラ 100 は CPU などのプロセ ッサか らな り、当該 プロセ ッサでそれぞれ専用のプログラムを実行す

ることによって、後述する処理を行 っている。なお、各コン トローラ 100 には固有の識別符号が

割 リ当て られてお リ、当該識別符号がデータ伝送における各 コン トローラ 100 のァ ドレスとなる。

次に、本実施形態の動作を説明する。まず、電気工ネルギの利用について説明する。

パワー コンディショナ 11 は、太陽電池ア レイ 10 で生成される電気工ネルギを充放電装置 2 1

に送出することで蓄電池 20 に蓄電させる。充放電装置 2 1 のコン トローラ 100 は蓄電池 20 の蓄

電量 を常に監視 してお り、蓄電池 20 が満充電になると充電停止のコマン ドを信号伝送部 10 1 よ

リ給電線 L3 を介 してパワーコンディシ ョナ 11 のコン トローラ 100 に伝送する。一方、パワー コ

ンディシ ョナ 11 のコン トローラ 100 は、充放電装置 2 1 のコン トローラ 100 か ら充電停止のコマ

ン ドを受け取 るまでは給電線 L3 を介 して電気工ネルギを供給 し、充電停止のコマン ドを受け取

るとその供給 を停止する。さらに、該当蓄電池に充電できない余剰の電気工ネルギがある場合、

パワーコンディシ ョナ 11 のコン トローラ 100 は、交流電力系統 7 への逆潮流 (売電) の可否 を問

い合わせるコマン ドを信号伝送部 10 1 よ り電力線 L 1 を介 して電力量計 6 に伝送する。電力量計

6 のコン トローラ 100 は、前記コマン ドを受け取ると、現在の交流電力系統 7 の状態に基づいて

逆潮流 (売電) の可否を判断 し、その判断結果を信号伝送部 10 1 よ り電力線 L 1 を介 してパワー コ

ンディシ ョナ 11 のコン トローラ 100 に伝送する。電力量計 6 は、交流電力系統 7 の系統電圧が

所定の電圧を超えているとき、あるいは 1 日の売電量 (積算電力量）が所定の上限値を超えている

ときは、何れ も逆潮流不可 と判断 し、それ以外のときは逆潮流可 と判断する。

パ ワー コンディシ ョナ 11 のコン トローラ 100 は、電力量計 6 のコン トローラ 100 か ら受け取

つた判断結果が逆潮流可であれば、太陽電池ア レイ 10 で生成 され る電気工ネルギを電力線 L 1 を



介 して交流電力系統 7 に逆潮流する。一方、電力量計 6 のコン トローラ 100 か ら受け取 った判断

結果が逆潮流不可であれば、パワーコンディシ ョナ 11 のコン トローラ 100 は、ヒー トポンプ給

湯機 30 のコン トローラ 100 又は製氷装置 40 のコン トローラ 100 の少な くとも何れか一方に対 し

て、運転開始を指示するコマン ドを信号伝送部 10 1 より給電線 し2 を介 して伝送する。

ヒー トポンプ給湯機 30 のコン トローラ 100 又は製氷装置 40 のコン トローラ 100 は、パワーコ

ンディシ ョナ 11 のコン トローラ 100 か ら運転開始のコマン ドを受け取ると運転を開始 し、給電

線 L2 を介 して供給 される電気工ネルギを消費 して湯又は氷を生成 し、貯湯槽 3 1 又は蓄熱槽 4 1

に貯蔵する。

また、本実施形態では電気工ネルギだけでな く、熱エネルギについても各システム間で融通 し

合 うことができる。例えば、気温が低下すると太陽電池ア レイ 10 や蓄電池 20 の性能が低下する

ことがあるので、貯湯槽 3 1 に貯蔵 された熱エネルギを利用 して太陽電池ア レイ 10 や蓄電池 20

を暖めてやれば、低気温時の性能低下を抑制することができる。反対に、気温が上昇す ると太陽

電池ア レイ 10 や蓄電池 20 の性能が低下することがあるので、蓄熱槽 4 1 に貯蔵 された熱ェネル

ギを利用 して太陽電池ァ レイ 10 や蓄電池 20 を冷却 してやれば、高気温時の性能低下を抑制する

ことができる。

次に、熱エネルギの利用について説明する。パワー コンディシ ョナ 11 のコン トローラ 100 並

びに充放電装置 2 1 のコン トローラ 100 には、外気温を検出する温度セ ンサ 8 が接続 されている。

そ して、温度センサで悸出され る外気温が高温域 (例 えば、摂氏 30 度以上）または一 日の最高気

温に達すると、パワー コンディシ ョナ 11 のコン トローラ 100 並びに充放電装置 2 1 のコン トロー

ラ 100 か ら製氷装置 40 のコン トローラ 100 に対 して、冷却要求のコマン ドが信号伝送部 10 1 よ

リ伝送 される。当該コマン ドを受け取 った製氷装置 40 のコン トローラ 100 は、蓄熱槽 4 1 の蓄熱

量 （氷の量）が満杯であるか、あるいは自身の製氷能力に余裕があれば、循環ポンプを動作させて

蓄熱槽 4 1 か ら冷気配管 P2 を通 して冷気を循環 させる。

そ して、冷気配管 P2 を循環する冷気の熱エネルギが放熱器 を介 して太陽電池ァ レイ 10 や蓄電池

20 に供給 されて冷却 されることになる。

一方、温度センサで検出され る外気温が低温域 (例 えば、摂氏 0 度以下）または一 日最低気温に

達するとノ《ヮ一 コンディショナ 11 のロン トローラ 100 並びに充放電装置 2 1 のコン トローラ 100

か らヒ一 トポンプ給湯機 30 のコン トローラ 100 に対 して、保温要求のコマン ドが信号伝送部 10 1

よ り伝送 され る。当該 コマン ドを受け取 った ヒー トポンプ給湯機 30 のコン ト口一ラ 100 は、貯

湯槽 3 1 の湯量が満杯であるか、あるいは自身の給湯能力に余裕があれば、循環ポンプを動作 さ



せて貯湯槽 3 1 か ら温水配管 P 1 を通 して湯 (熱エネルギ）を循環 させ る。そ して、温水配管 P 1 を

循環する湯 (温水）の熱エネルギが熱交換器を介 して太陽電池ァ レイ 10 や蓄電池 20 に供給 されて

保温 され ることになる。

このように本実施形態のエネルギ管理システムでは、太陽光発電システム 1 で生成 される電気

エネルギの余剰分が逆潮流 され ることで省エネルギ化 と電気料金の削減 を図ることができる。 し

かも、逆潮流ができないときは ヒー トポンプ給湯システム 3 や氷蓄熱式空調システム 4 を運転 し

て電気工ネルギの余剰分の一部 （ヒー トポンプ給湯機 30 や製氷装置 40 で消費される電力を差 し

引いた残 りの分）が熱エネルギに変換 されて貯蔵 され る。さらに、外気温が一定の温度に達す る

と、蓄熱槽 4 1 か らの冷気または貯湯槽か らの湯を太陽電池ア レイ 1 0 および蓄電池 2 0 に供給

することで余剰の熱エネルギを利用することができる。 したが って、電気工ネルギゃ熱エネルギ

の生成と利用を効率よ く行 って省エネルギ化を図ることができる。

(実施形態 2 )

本実施形態のエネルギ管理システムは、図 2 A に示すように太陽光発電システム 1 と、蓄電池

システム 2 と、 ヒー トポンプ給湯システム 3 と、氷蓄熱式空調 システム 4 と、制御装置 5 と、電

力量計 6 とで構成 されている。但 し、制御装置 5 以外の構成については、実施形態 1 と共通であ

るか ら、共通の構成要素には同一の符号 を付 して説明を省略する。

制御装置 5 は、図 2 B に示すようにコン トローラ 50 と信号伝送部 5 1 と記憶部 52 と環境セ ン

サ 53 とを具備 している。信号伝送部 5 1 は、電力線 L 1 並びに給電線 L2. L3 を伝送路 としてデー

タ伝送を行 うものであって、例えば、電力線 L 1 並びに給電線 し2 , L3 を介 して供給 され る交流電

圧や直流電圧に高周波の信号電圧を重畳 している。環境セ ンサ 53 は、外気温や外気湿度、曰射

量などを定期的 (例 えば、数分〜数十分毎）に検出 し、それぞれの検出値をコン トローラ 50 に出

力する。コン トローラ 50 は CPU などのプロセ ッサか らな り、当該 プロセ ッサで専用のプログラ

ムを実行することによって、後述する処理を行 っている。またコン トローラ 50 は、環境センサ

53 か ら受け取る外気温、外気湿度、日射量などの検出値のデータを、それぞれの検出値データが

取得された日付及び時刻を示すタイムスタンプとともに、電気的に書換可能な不揮発性半導体メ

モ リ（例えば、フラッシュメモ リなど）か らなる記憶部 52 に記憶する。なお、コン トローラ 50 に

は固有の識別符号が割 り当て られてお り、当該識別符号がデー タ伝送におけるコン トローラ 50 .

のァ ドレスとなる。

本実施形態においては、パワー コンディショナ 11、充放電装置 2 1、 ヒー トポンプ給湯機 30、

製氷装置 40、電力量計 6 のそれぞれのコン トローラ 100 よ り、電気工ネルギゃ熱エネルギの余剰



分に関する情報が制御装置 5 に伝送 され る。パワー コンディシ ョナ 11 のコン トローラ 100 は、

太陽電池ア レイ 10 の発電量や発電効率 (総合システム効率）、太陽電池ア レイ 10 の温度などの計

測値を信号伝送部 10 1 よ り制御装置 5 へ伝送 している。充放電装置 2 1 のコン トローラ 100 は、

蓄電池 20 の充電量 （あるいは満充電に対する割合) や放電量、充放電の効率、蓄電池 20 の温度な

どの計測値を信号伝送部 10 1 よ リ制御装置 5 へ伝送 している。 ヒ一 トポ ンプ給湯機 30 のコン ト

ローラ 100 は、貯湯槽 3 10 の貯湯量 （あるいは満水量に対する割合）や給湯量などの計測値を信号

伝送部 10 1 よ り制御装置 5 へ伝送 している。製氷装置 40 のコン トローラ 100 は、蓄熱槽 4 1 の蓄

熱量 (氷の量) や放熱量 (放熱器 42 に供給 される冷気の量) などの計測値を信号伝送部 10 1 より制

御装置 5 へ伝送 している。電力量計 6 のコン トローラ 100 は、交流電力系統 7 か ら受電 （買電）し

た電力量 (系統受電電力量) や交流電力系統 7 〜逆潮流 (売電）した電力量 (逆潮流電力量) 、 曰の

逆潮流電力量の上限値に対する達成率などの計測値及び逆潮流の可否の情報 を信号伝送部 10 1 よ

リ制御装置 5 へ伝送 している。

—方、制御装置 5 においては、パワー コンディシ ョナ 11、充放電装置 2 1、 ヒー トポンプ給湯

機 30、製氷装置 40、電力量計 6 の信号伝送部 10 1 か ら伝送 されて くる計測値などの情報 (データ）

が信号伝送部 10 1 で受信 され、タイムスタンプとともに記憶部 52 に記憶 される。

次に、本実施形態の動作 を説明する。まず、電気工ネルギの利用について説明する。

制御装置 5 のコン トローラ 50 は、記憶部 52 に記憶 している情報 （データ）を参照 し、 1 乃至複

数の情報 (検出値や計測値等) が所定の条件 を満たす場合、ヒー トポンプ給湯機 30 のコン トロー

ラ 100 又は製氷装置 40 のコン トローラ 100 の少な くとも何れか一方に対 して、運転開始を指示

するコマン ドを信号伝送部 5 1 よ り給電線 L2 を介 して伝送する。前記条件 とは、例えば、太陽電

池ア レイ 10 の発電量が充分に多 く、蓄電池 20 の充電量が満充電であ り、逆潮流が不可又は逆潮

流電力量の達成率が 100%であ り、日射量が所定量を超え、且つ貯湯量又は蓄熱量が しきい値を下

回っていることである。但 し、この条件は一例であって、その他の条件が設定 される場合もある。

ヒ一 トポンプ給湯機 30 のコン トローラ 100 又は製氷装置 40 のコン トローラ 100 は、制御装置

5 のコン トローラ 50 か ら運転開始のコマン ドを受け取ると運転を開始 し、給電線 L2 を介 して供

給 される電気工ネルギを消費 して湯又は氷を生成 し、貯湯槽 3 1 又は蓄熱槽 4 1 に貯蔵する。

次に、熱エネルギの利用について説明す る。制御装置 5 のコン トローラ 50 は、記憶部 52 に記

憶 している情報 (データ）を参照 し、 1 乃至複数の情報 (検出値や計測値等) が所定の条件 を満たす

場合、 ヒー トポンプ給湯機 30 のコン トローラ 100 に対 して保温要求のコマン ドを信号伝送部 5 1

よ り伝送する。前記条件 とは、例 えば、発電効率が低 く且つ太陽電池ア レイ 10 の温度が下限値



を下回ってお り、さらに貯湯槽 3 1 の貯湯量が満水量の 60%以上残 つていることである。あるいは、

充放電の効率が低 く且つ蓄電池 20 の温度が下限値を下回ってお り、さらに貯湯槽 3 1 の貯湯量が

満水量の 60%以上残 っていることである。但 し、これ らの条件は一例であって、その他の条件が

設定 される場合もある。

制御装置 5 か らコマン ドを受け取 った ヒー トポンプ給湯機 30 のコン トローラ 100 は、循環ポ

ンプを動作 させて貯湯槽 3 1 か ら温水配管 P1 を通 して湯 (熱エネルギ）を循環 させる。そ して、温

水配管 P1 を循環する湯 (温水) の熱エネルギが熱交換器 を介 して太陽電池ア レイ 10 や蓄電池 20

に供給 されて保温 され る。

また、発電効率ゃ充放電効率が低 く且つ太陽電池ア レイ 10 の温度又は蓄電池 20 の温度が上限

値を上回ってお り、さらに蓄熱槽 4 1 の蓄熱量が満氷量の 60%以上残 っていることを条件 としても

よい。そ して、この条件が満たされた場合、制御装置 5 のコン トローラ 50 は、製氷装置 40 のコ

ン トローラ 100 に対 して冷却要求のコマン ドを信号伝送部 5 1 より伝送する。

制御装置 5 か らコマン ドを受け取 った製氷装置 40 のコン トローラ 100 は、循環ポンプを動作

させて蓄熱槽 4 1 か ら冷気配管 P2 を通 して冷気を循環 させる。そ して、冷気配管 P2 を循環する

冷気の熱エネルギが放熱器 を介 して太陽電池ァ レイ 10 や蓄電池 20 に供給 されて冷却 される。

このように本実施形態のエネルギ管理システムは、実施形態 1 と同様に、太陽光発電システム

1 で生成 され る電気工ネルギの余剰分が逆潮流 され ることで省エネルギ化 と電気料金の削減 を

図ることができる。 しかも、逆潮流ができないときは ヒー トポンプ給湯システム 3 や氷蓄熱式空

調システム 4 を運転 して電気工ネルギの余剰分の一部が熱エネルギに変換されて貯蔵される。さ

らに、外気温が一定の温度に達すると、蓄熱槽 4 1 か らの冷気または貯湯槽 3 1 か らの湯を太陽電

池ア レイ 10 および蓄電池 20 に供給することで余剰の熱エネルギを利用することができる。 した

がって、電気工ネルギゃ熱エネルギの生成 と利用を効率よ く行 って省エネルギ化を図ることがで

きる。さらに、実施形態 1 では、パワーコンディシ ョナ 11、充放電装置 2 1、 ヒ一 トポンプ給湯

機 30、製氷装置 40、電力量計 6 が具備するコン トローラ 100 が分散制御を行 っているが、本実

施形態では、制御装置 5 が集中制御を行 っている。分散制御方式では、新たなシステムが追加 さ

れても他の既存のシステムに変更を加える必要が無いという利点がある。一方、集中制御方式で

は、新たなシステムが追加 され ると制御装置 5 の制御内容 （プログラム）の変更が必要になるが、

個々のシステム毎の専用プログラムが不要になるという利点がある。

以上のように本発明の望ま しい実施形態を説明 したが、本発明はこれ ら特定の実施形態に限 ら

ず、後続する請求範囲内で多様に変更および修正が行われ ることが可能であ り、それも本発明の



範囲内に属すると言える



請求範囲

【請求項 1 】

太陽電池並びに当該太陽電池で生成 され る電気工ネルギ を所定の電気工ネルギに変換す るパ

ヮー コンデイシ ョナを有する系統連系形の太陽光発電システム と、蓄電池並びに当該蓄電池に電

気エネルギ を蓄電 し且つ蓄電 されている電気工ネルギを放電 させ る充放電装置 を有す る蓄電池

システム と、電気工ネルギを消費 して湯を生成するヒー トポンプ給湯機並びに貯湯槽 を有す るヒ

ー トポンプ給湯システムと、電気工ネルギを消費 して氷を生成する製氷装置並びに生成 された氷

を蓄える蓄熱槽を有する氷蓄熱式の空調システム とを有 し、前記太陽光発電システムで生成 され

る電気工ネルギが前記蓄電池に蓄電され、当該蓄電池に充電できない余剰の電気工ネルギが前記

ヒー トポンプ給湯 システム又は前記氷蓄熱式空調 システムで熱エネルギに変換 されて消費又は

保存 されることを特徴 とするエネルギ管理 システム。

【請求項 2 】

前記パワー コンディシ ョナは、前記充放電装置か ら電気工ネルギの余剰分に関する情報が伝送

され、当該情報に基づいて、前記太陽光発電システム又は前記蓄電池システムか ら前記 ヒー トポ

ンプ給湯 システム又は前記氷蓄熱式空調 システムに余剰の電気工ネルギが供給 され ることを特

徴 とする請求項 1 記載のエネルギ管理 システム。

【請求項 3 】

外気温 を検出す る温度セ ンサ一をさらに備え、 前記温度センサ一の検出結果や前記 ヒー トポ

ンプ給湯機及び前記製氷装置か らの余剰の熱エネルギに関する情報に基づいて、前記 ヒー トポン

プ給湯システム又は前記氷蓄熱式空調 システムか ら前記太陽光発電システム又は前記蓄電池シ

ステムに余剰の熱エネルギが供給 され ることを特徴 とする請求項 1 又は 2 記載のエネルギ管理

システム。

【請求項 4 】

前記パ ワー コンデ ィシ ョナ及び前記充放電装置か ら電気工ネルギの余剰分に関する情報が伝

送 され、当該情報に基づいて、前記太陽光発電システム又は前記蓄電池システムか ら前記 ヒー ト

ポ ンプ給湯システム又は前記氷蓄熱式空調 システムに余剰の電気工ネルギを供給 させ る制御装

置 を備えることを特徴 とする請求項 1 記載のエネルギ管理 システム。

【請求項 5 】

前記 ヒー トポンプ給湯機及び前記製氷装置か ら熱エネルギの余剰分に関す る情報が伝送 され、



当該情報に基づいて、前記 ヒー トポンプ給湯システム又は前記氷蓄熱式空調システムか ら前記太

陽光発電 システム又は前記蓄電池 システムに余剰の熱エネルギを供給 させる制御装置 を備 える

ことを特徴 とする請求項 1 又は 4 記載のエネルギ管理 システム。
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